
 

森林環境税を活用した取組について 
 

■第２期から第３期取組への課題 
■課題に応えるための取組と実績 

 （※実績は全て H28から H30までの 3ヶ年の累計） ■課題等 
取組内容 計画と実績 

 
 
①森林整備実績は目標の７割程度。今後も取組必要。 
②手入れが行き届かず、森林の公益的機能の低下が懸念さ
れる森林について、広葉樹林化等、森林環境の保全のた
めの取り組みを行う必要がある。 

③森林の病虫獣害が目立つと感じている県民が増えている
ことから、その未然防止のための整備など、地域に身近
な里山林の整備に取り組む必要がある。 

④森林資源は年々充実し、本格的な利用の時期を迎えてい
るため、引き続き、間伐材の有効利用を図ることが必
要。 

 
①水源区域や水源かん養機能、山地災害防止機能が特に高い森林を整備
【継続】 

・対象齢級変更 第２期［Ⅲ～Ⅻ齢級］⇒第３期［Ⅶ齢級以上（上限な
し）］ 

②バランスの取れた森林資源へ誘導するための再造林を支援【新規】 
・高齢な林分が多いため、齢級構成を平準化し、若返りを図るとともに、
広葉樹林化など、多様な森林資源へ誘導する。 

③里山林の整備【新規】 
・人の生活圏と野生動物の生息地の間の緩衝帯設置等、里山環境を整備。 
④路網の整備と間伐材搬出の支援【継続】 

 
①計画 ５カ年で 7,000 ha 
 実績 3,144 ha（H18～H30  27,564 ha） 
 
②計画 広葉樹再造林 20 ha/年 
     針葉樹再造林 60 ha/年 
 実績 針広計    159 ha 
 
③計画 48ha/年 
 実績 107 件 185 ha 
④実績 路網整備 149,210 ｍ 
    （H18～H30  629,838 ｍ） 
        搬出 38,400 m3 
    （H18～H30  255,371 ｍ3） 

①一度間伐した林分が間伐期
に達しているが、材価等か
ら実施されずにいる。 

 原発事故後から森林整備に
着手するが所有者自ら整備
を進めることが困難であ
る。地理的条件が良い林分
は一巡している。 

②材価が上がらず、事業規模
の拡大の要望が多い。 

③里山を地域で自ら整備する
目的で創設され、要望も多
いが、所有者自ら施業する
ことは難しい。 

④事業規模の拡大が求められ
ている。 

 
 
①原子力発電所事故の影響により希薄となった、森林と人
との絆を回復するため、県民が様々な形で森林とふれあ
う機会を提供するなど、県民参画による森林づくりを浸
透・拡大する取り組みが必要。 

②森林を県民全体で支える意識を醸成するため、森林づく
り指導者の育成や、企業や団体の森林づくり活動の推進
に、一層取り組む必要がある。 

③森林環境基金制度への理解を促進するとともに、新たに
森林認証制度の普及推進に取り組み、森林資源の適正な
循環利用の確保に努めるなど、情報発信を拡充する必要
がある。 

①県民が様々な形で森林や林業にふれあう機会を提供【継続、一部新規】 
・森林での施業や製材・加工工場の様子を見学したうえで木工体験を行う
など、福島の木の使われ方をめぐる、体験型のバスツアーを実施。 

・流域内の上下流や流域間で、地域特性を活かした交流体験活動を実施。 
・県内の森林文化が継承される地域において、体験イベント等を実施。 
②幼児期から青年期までの森林環境学習活動を実施【継続、一部新規】 
・幼稚園における、森林とふれあう活動や、木製玩具導入の支援を実施。 
・市町村による、小中学校の児童生徒を対象とした森林環境学習を継続。 
・新たに、大学生等の森林に関する自己学習活動を支援。 
③森林への理解と森林づくり意識の醸成に資する情報発信の実施【継続、
一部新規】 

・森林環境税を活用した取り組みの一層の周知を図るとともに、森林認証
制度の普及 PR の実施を支援。 

・県内の巨樹・巨木や、県産木材の良さ、魅力を調査し発信。 
④指導者の育成や、森林づくり活動の支援【継続】 

①木めぐり探検隊事業 11 回開催 291名 
 地域林業技術伝承事業 10 団体 
 木(森)に由来する伝統文化継承事業 
 桐の栽培育成研修 漆掻き職人育成研修 
②森林環境交付金事業（地域提案重点枠）を
活用し幼保施設の木造化や木製備品、木製
玩具の導入を支援。 

 森林環境交付金事業（森林環境基本枠）を
活用し森林環境教育を支援。 

③森林自己学習支援事業で大学生のサーク
ル、グループによる森林学習を支援。 

 「森林認証制度」の取得を支援。11市町
村で 9 管理団体が森林 21,899 ha について
認証を取得。 

 木整備品等について、木の良さ調査のチラ
シを配布。子供たちの森林を守り育てる意
識の醸成が図った。 

④森林づくり総合対策事業で、森林ボランテ
ィア団体の活動支援や、森林ボランティア
サポートセンターの運営、森林ボランティ
ア指導者育成研修などを実施。 

①地域の特性を生かした交流
体験活動の要望が多い。 

②重点枠の要望が多く予算枠
の拡大が求められている。
基本枠では森林環境教育の
経費の負担を軽減などの支
援要望が多い。 

③森林認証取得は、一部の事
業体に限られているため、
更なる制度普及が必要であ
る。 

④森林ボランティア指導者の
自主的な活動に向けて、ス
キルアップの場が求められ
ている。 

 

森林環境の保全 

森林を全ての県民で守り育てる意識の醸成 
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